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GDP比で 5.2％であったのが、1990年には 7,240億ドル、対 GDP比 12％と
いうことで、1980年代に対 GDP比の 10％を超えるという事態になってお
















対 GDP比は 17.6％です。ちなみに日本は 2,729ドル、対 GDP比 8.1％で
注：国民医療支出と GDP は左 Y 軸、そのほかは右 Y 軸。
出所：U.S. Department of Health and Human Services, Centers for Medicare & 
Medicaid Services [2010], National Health Expenditure Data. より作成。


















出所：Fronstin, P. [2010], “Sources of Health Insurance and Characteristics of the 
Uninsured: Analysis of the March 2010 Current Population Survey,” 











































































































出所：U.S. Department of Health and Human Services, Centers for Medicare 
& Medicaid Services [2010b], Sponsors of Health Care Costs: Private Business, 

























































































































る推計では、医療保険改革の実施によって 2019年までの 10年間で 9,380億
立教アメリカン・スタディーズ138
ドルの政府支出を必要とするが、その後の 10年間で予想される財政赤字を
2,300億ドル削減することにつながり、さらに次の 10年間で 1兆ドル以上の
削減につながるとしています。
3.  医療保険改革法の成立とその中身
　医療保険改革のポイントについて、ごく簡単に説明します（図 7参照）。
まず、医療保険の加入は義務化されました。アメリカ国民及び合法居住者は
医療保険に加入しなければならず、加入しない場合は原則として罰金が科さ
れることになりました。雇用主に対しては、保険料の提供義務や保険料拠出
義務はなされませんでしたが、被用者数 50名以上の雇用主に対しては雇用
主提供医療保険の提供継続への「要求」として、医療保険提供を促すために
一定の手数料というのが科されることになりました。
　公的医療保険は創設されませんでしたが、エクスチェンジといわれる医療
保険取引所の創設が、国民皆保険の実現に向けてのキーになるであろうと目
されております。これは個人向けと小雇用主向けの民間医療保険の購入支援
プログラムであり、あまり医療保険を提供していない小さな企業の従業員ら
への医療保険加入拡大が想定されております。
　あと「メディケイドの寛大化」は先ほど言いました医療扶助の拡充です。
さらに、もう一つポイントとなるのが「保険料とコストシェアリング補助」
です。これは、連邦貧困基準 400％未満の所得層を対象に、医療保険に加入
する際の保険料の補助、あるいは実際に医療サービスを受けた際の自己負担
部分の軽減を図るというもので、これらも医療保険への加入を増やすための
一つの方策として期待がされているところです。
　法案成立そのものは 2010年 3月で、2014年に全面施行、2019年に完成年
度を迎えます。無保険者問題に対する成果は、実は既に出ております。改革
法により、26歳までの若年層にまで家族保険の加入資格を拡大することを
義務化しましたので、従来 19歳以上になると自動的に家族保険の対象から
外れていたのが、一定カバーされることで若年層の無保険率はちょっと改善
しています。ただ、公的医療保険は創設されず、雇用主提供医療保険の加入
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率も低下傾向というところからすると、抜本的な無保険者問題の解消につな
がるものではないといえます。
　医療費の膨張に対しては、エクスチェンジを通じた州政府による一定の保
険料上昇への介入の可能性があるので、保険料上昇に歯止めがかかる可能性
もあります。しかし、直接に医療価格規制をすることはありませんので、医
療費の膨張そのものの抑制は非常に厳しいところがあると思われます。
　医療保険改革法は重要な規定がまだ施行されておらず、今現在、施行規則
などが明らかにされつつあり、さらに連邦や州の財政の状況によってはどう
なるかがわからない部分があるのが現状です。州政府レベルの対応もまちま
ちです。さらに懸念となりますのが、医療保険改革法に対する違憲訴訟が未
だ継続中（現在、26州の知事らが原告団に加わっている）であって、最高
裁までいくであろうと目されていることです。
　非常に画期的な法律自体は成立したものの、足下の医療保険の体系そのも
出所：筆者作成。
図 7　医療保険改革のポイント
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のが雇用主提供医療保険を中心に崩れつつあることには何ら手を入れており
ませんので、これが国民皆保険の実現とか医療改革だというふうに言い切れ
るかというのは今後の動向によるところもあるかと思います。ご清聴ありが
とうございました。
